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Development and Challenges of  Social Innovation Theories:





SI 理論研究の展開について比較分析を行う。英国を含む欧州の SI 研究は、各国の福祉国家改革
や EU による社会的包摂（Social Inclusion）政策の影響を受けつつ、従来のビジネスや技術中心
のイノベーション理論から独立した SI 概念の成立を見ており、また SI がマクロレベルの社会変化
（Systemic Change）や制度化（Institutionalization）をもたらすことが重視されている。北米も
2000年代後半以降、営利企業や起業家を中心とする研究から、欧州の文献も参照した政府、企業、








Since the 2000s, the term “Social Innovation (SI)” has been used widely both in public policy documents 
and academic literature. However, there are various interpretations of  exactly what SI means. This paper 
provides a comparative analysis of  the recent development of  SI literature and theory in Europe, North 
America, and Japan. As a finding, it shows that SI theory in Europe, including the UK, is developing a 
conceptual framework for SI which diverges from the traditional (business/technology-oriented) innovation 
theory. It also focuses more on the impact of  SI initiatives on macro-level social and systemic change and 
institutionalization, which also reflects the interest from the policy side on welfare-state reforms and the 
EU-led social inclusion agenda. In North America as well, the scope of  study on SI theory has shifted since 
the latter half  of  the 2000s from focusing on business-led social enterprise and social entrepreneurship 
to including multi-sectoral frameworks, referencing European literature on SI. In Japan, SI literature is 
being developed mostly by academics with business-oriented backgrounds, while interaction with recent 
European research is limited. It focuses mainly on individual case analyses of  social enterprises and 
the ecosystems surrounding them. Also, there is a growing interest in tools such as social investment. 
These variations reflect the different social contexts including social divisions and inequality, the focus 
of  governmental policies and other donors’ interest in supporting SI studies, and the lack of  academic 
exchange among regions. Still, it will be useful to have exchange and share knowledge between Europe, 
North America and Japan to develop SI theory in the future. Currently, there is a gap in SI theory on 
explaining how micro-level initiatives can be developed to macro-level social change, and there is a rich 
potential for both Japanese SI literature and the experiences of  Japanese society in dealing with social 
issues such as environmental pollution and aging issues to contribute by utilizing the knowledge gained 
from its empirical case analyses on multi-sectoral interactions and the diffusion process.
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ューレイバー」）政権であった。同政権による「第三の道」の一環として、第 3 セクター庁（The Office 
of the Third Sector）の設置、Community Interest Company （CIC）制度の導入等の非営利セクター・
社会的企業への制度的支援や、地域での非営利セクター等の協働に基づく協約（コンパクト）に資金投
入がなされた（塚本他編著 2007: Leadbeater 2007; Strategy Unit 2002）。その後米オバマ政権下で2009
年に White House Office of Social Innovation and Civic Participation および Social Innovation Fund3が
設立され、また EU でも政策・研究支援が行われるなど、SI はここ10年ほど政策的にも大きな関心を集
めている。その範囲は欧米のみならず、ラテンアメリカや韓国、中国、香港、シンガポール等アジアでも
用いられている（Domanski et al. 2017; Hubert 2012; Lien Centre for Social Innovation 2014; O’Bryne 








・Stanford Social Innovation Review 創刊 
(2003) 
・Mulgan (2006) “The Process of  Social 
Innovation”
・Mulgan et al. (2007) Social Innovation: 
What it is, why it matters and how it 
can be accelerated








・Social Innovation Exchange 
(SIX)　設立 (2008)
・米 W h i t e  H o u s e  O ff i c e  o f  
Social  Innovation and Civil 
Participation お よ び Social 
Innovation Fund 設立 (2009)4
・SIX は英 Young Foundation、







1 Social Innovation の日本語表記（訳）は「ソーシャルイノベーション」「ソーシャル・イノベーション」「社
会イノベーション」等があるが、本稿では「ソーシャルイノベーション（SI）」と表記し、引用する文献
等で異なる表記を取っている場合はそれに従うものとする。
2 一般的な語句としての SI は（ドラッカー等含め）それ以前から使われていたが、行政サービスの改革や
社会的企業（Social Enterprise）等と関連する新しい政策・社会現象としての SI の出現は1997年の英労
働党政権以降のことである。労働党政権は施策に SI という用語は用いていなかったが、後述するマルガ
ンらの存在もあり、その実施した内容は以後の実践・研究に大きな影響を与えている。
3 Social Innovation Fund （SIF）は政府からの資金を、それを仲介・分配する各地域の中間支援組織
（intermediary）の資金と、更に資金を受ける非営利組織等による資金とマッチングした上で、各地域
での問題解決のために支出するファンド（Potts 2017）。同様のファンドを英保守党キャメロン政権でも
Big Society Bank として設立している（The Economist, August 12, 2010）。
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(b)　2010年代
・Murray, Caulier-Grice, and Mulgan 
(2010)  The Open Book of  Socia l 
Innovation
・Nicolls and Murdock eds. (2012) Social 
Innovation: Blurring boundaries to 
reconfigure markets




・Hope Institute (2014)  The Social 
Innovation Landscape in Asia 
・TEPSIE (2014) Social Innovation 
Theory and Research
・Howaldt et al .  (2014) Theoretical 
Approaches to Social Innovation: A 
critical literature review
・Haxeltine et al. (2016) A Framework for 
Transformative Social Innovation
・EU が Europe 2020 Strategy 等
の成長戦略の中で SI を政策化 
(2010)
・Seoul Metropolitan Government 
(2015) Seoul Innovation Report
・TEPSIE (2014), Howaldt et al. 
(2014), Haxeltine et al. (2016) は












は以下の構成をとる。まず 1 節より 3 節において、それぞれ近年の欧州、北米、日本およびその他ア
ジアにおける SI 理論研究およびその傾向を整理する。次いで 4 節で欧米日の SI 理論研究の比較分析






を歴任した後、2004年よりヤング財団（Young Foundation）、2011年よりネスタ（Nesta, National 
Endowment for Science Technology and the Arts）両財団の執行責任者として、また世界中の SI
研究者・実践者のネットワークである SIX （Social Innovation Exchange）の中心人物として、英国
内外における SI の研究と実践を支援してきた。マルガンは SI について明確な概念を提示した最初
の論文となる2006年の ”The Process of Social Innovation” に続き、2007年には Mulgan et al. （2007） 
Social Innovation: What it is, why it matters and how it can be accelerated を、2010年にはヤング財団 = ネス
4 Barnes, M. (2010) The Social Innovation Fund: Government doing business Differently. The White 
House. https://obamawhitehouse.archives.gov/blog/2010/07/22/social-innovation-fund-government-
doing-business-differently; Corporation for National & Community Service Website https://www.
nationalservice.gov/programs/social-innovation-fund　（共に2017年 8 月 2 日閲覧）。




タより Murray, Caulier-Grice, and Mulgan （2010） The Open Book of  Social Innovation を発行し、ヨー
ロッパにおける SI 研究の基調を築いた。ここではこれらの文献を中心に、マルガンらによる SI 理論
を検証していく。
SI について Murray et al. （2010: 3）では「社会的ニーズを満たし、同時に新しい社会的関係性
や協働を作り出す新しいアイディア（商品、サービス、モデル）」と定義しており、それ以前の
Mulgan （2006:146）; Mulgan et al. （2007: 8）で要件としていた①社会的目的と②新奇性に加えて、
SI を通じて③社会の能力や関係性が強化されることが含められている。この①から③の 3 要素がマ
ルガンらによる SI 定義の要件と言える6。この定義を受けて、マルガンらは SI の例として市民社会や
社会運動、国家によるものを含め、健康保険制度や福祉国家、マイクロファイナンス、環境運動、フ
ェミニズム、市民権運動、バスク地方のモンドラゴン等の協同組合組織、インターネットや市民メデ
ィア等の多様な事例をあげている（Mulgan et al. 2007:11-12）。
またマルガンらは当初より、イノベーションの個別事例に加えて、その複製・拡大・普及プロセ




2006:149; 153-154）。そのアイディアを発展させた Murray et al. （2010）では、SI は以下の 6 つのプ
ロセスを経て発展していくものとされる（図 1 ）。
（ 1 ）ニーズの特定とイノベーションへの発想 （prompts）
（ 2 ）アイディア・計画策定 （proposals）
（ 3 ）パイロット事業の実施 （prototypes）
（ 4 ）持続 （sustaining）
（ 5 ）拡大と普及 （scaling）




　　　　　　　　　 出所：Murray et al. （2010：11）   　　　　　　　　　　　　　　　　
6 なおマルガンは Murray et al. (2010: 3 ) 以来、SI の定義について “Innovations that are social both in 




ン・パットン著、東出訳 2008：94-101; Westley and Antadze 2010：7）である。
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（２）2010年代―EU による SI 研究支援
EU による SI 政策の契機となったのは、2000年代末以降に起きた欧州債務危機であった。各国で
財政緊縮策が取られる中で、難民・移民の大規模な流入と社会統合、および若年層失業の深刻化等
の社会の分断・格差の拡大9を含む、多様な社会課題に応えうるものとして SI が着目されたのであ
る（Hubert 2012: v-vii）。当時 EU 委員長であったバローゾの個人的なコミットメント10もあり、2009
年以降 EU は SI を政策に導入していった（BEPA 2011; European Commission 2013）。European 
Social Fund を通じて各国での取組に支援が行われるとともに、2010年に策定された EU の成長戦略
である EU 2020 Strategy では、政策目標として「SI を推進するプログラムの開発・実施」が取り入
れられた（European Commission 2010:19）。その際に SI は「貧困と社会的排除への対策」分野にお
いて、疎外されがちな人びとへの教育、訓練、雇用の創出や、障がい者や移民等のグループの社会的
包摂（social inclusion）を促す手段として位置づけられた。
これを受けて2010年代以降、EU 各国の大学を中心とする SI 研究に、大規模な EU 資金が投入さ
れるようになった（各プロジェクト数百万ユーロ単位）。中でも EU 第 7 研究・技術開発・発表フレ
ームワーク（FP 7 ）および HORIZON 2020の枠組から多数の研究プロジェクトが資金を受けており、
以下ではそのうち主なものを紹介する。
TEPSIE
TEPSIE （Theoretical, Empirical and Policy Foundations for Social Innovation in Europe, 2012-
2015, FP 7 より250万ユーロ） 11はデンマーク工科研究院、英ヤング財団等の 6 組織による研究プロジ
ェクトであり、既存の研究や実践の整理を通じて、EU における SI 戦略の基礎となる提案を行うこ
とを目的としている。







政府の協働による SI 発展の枠組を重要視している （同： 5 - 6 ; 35）。
8 政権入りする前に書かれた Mulgan （1997）ではサッチャー政権による福祉制度改革を批判しつつも、現
金支給型の福祉に代えて、ワークシェア等を通じて雇用を増やすことの必要性を主張している。
9 欧州では2015年時点でも南欧諸国の24歳以下失業率が40％を超えており、一方で社会保障支出も削減さ
れるなど、社会的弱者にとって深刻な状況が続いている（伊藤 2015:168-172; 田中 2016:19）。
10 SIX の初期の主導者の 1 人であった Diogo Vasconceles（故人）とバローゾ委員長との個人的な親交を通
じて、SI が紹介されたとのことである（2017年 2 月、SIX スタッフとの面談内容より）。
11 TEPSIE website: http://www.tepsie.eu/index.php/summary （2017年 7 月 3 日閲覧）。





SI-DRIVE （Social Innovation – Driving Force of Social Change, 2014-2017, 同600万ユーロ） 13は SI
を一般的なイノベーション理論・政策の中の主要な要素として位置づけ、また EU や国連のミレニア
ム開発目標（MDGs）等に資する政策ツールを提示することを目的としている。研究活動としては SI
および周辺理論の関係整理と、ヨーロッパ及び全世界における SI の実践の検証を行い14、更に 7 つの
政策分野（教育、雇用、環境、エネルギー、交通、保健医療、貧困と持続的開発）における SI 事例
の成功要素を検証している。独ドルトムント工科大学等の25のパートナー団体のうち 9 団体は EU 外
であり、インド、中国等の新興国からもメンバーが加わっているのが特徴である15。
SI および周辺理論を網羅的に検証した Howaldt et al. （2014a）では、SI が社会的企業等と同一視
されるものではなく、より広汎な概念であり、ミクロ＝メゾ＝マクロの各レベルにおいて機能する




まで SI 研究では重視されてこなかった社会変革理論（Social Change Theory）、あるいは制度理論
（Institutional Theory）に着目し（図 2 ）、更に、Tarde17等による模倣（imitation）理論を SI の拡散・
普及に資するものとして評価している（同：17）。
SI-DRIVE の持つ、ミクロ（個人・個別の SI 事例）とマクロ（制度・社会）をつなぐプロセスへの関心は、
SI 事例が十分に拡大できていないという問題意識から来ているものと考えられる。世界中の1,000を超
える SI 事例を検証した Howaldt et al. （2014b）でも、小規模な事例が拡散・制度化しないことが課題





出所：Howaldt et al. （2014a: 3）より一部改変
13 SI-DRIVE website: https://www.si-drive.eu/ （2017年 7 月 4 日閲覧）。
14 ただしアジアは中国・インドのみ等、各地域のパートナー所在に応じて事例分布に偏りも見られる。
15 SI-DRIVE website （Partners）: https://www.si-drive.eu/?page_id=40 （2017年 7 月 4 日閲覧）。
16 この点に関連して、SI-DRIVE は SI をマルガン等のような「社会にとって望ましいもの」であることを
前提とする立場をとらず、社会の中の一部にとってはよい効果であっても、他のグループにとってはそ
うでないという価値中立的な性質のものであるとする。これは SI を「科学」として確立しようとする
SI-DRIVE グループのスタンスによるところが大きい（Domanski and Kaletka 2017:20）。
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TRANSIT




TRANSIT の SI 理論も、社会的関係性や認識・行動様式の変化といったマクロレベルの「制度化」20
に至るまでの、SI の動態的な側面を重視する（Haxeltine et al. 2016: 3）。またその過程における、多
様な社会的主体によるネットワークと、その関係性による SI プロセスとそのガバナンスを重視して
いる（Pel and Bauler 2014: 5 ; 7）。更に TRANSIT は SI が起きるコンテクスト（価値観、動機、制度等）
とプロセス分析に着目し、ミクロとマクロをつなぐ「中範囲（middle-range）」の理論構築を指向し
ている（Haxeltine et al. 2016: 4）。
CrESSI
CrESSI （Creating Economic Space for Social Innovation, 2014-2018, 同250万ユーロ） 21は英オック






めの SI の経済的側面、特に市場や制度の中における SI のインパクトを促進することに置かれている





とは、これらの SI への見方が Europe 2020 Strategy および BEPA （2011:33; 43）等に見られる、EU
の SI 観に大きく規定されていることである。EU による、基本的にはマルガンらの定義を踏襲しつ
つも、弱者のエンパワメントや社会的包摂、およびマクロレベルでの社会変革を包含する SI 定義は、
EU 域内において事実上のスタンダードとなりつつある（Cajaiba-Santana 2014:45-47; Nicolls et al. 
2015: 2 - 4）。それは EU 域内の政策担当者が抱く、社会的分断や格差の深刻さに対する危機意識の強
さを反映するものと見ることもできよう。
２．北米におけるソーシャルイノベーション理論の展開
米国における SI 政策は、2009年にオバマ政権が設立した White House Office of Social Innovation 
and Civic Participation、あるいは同年設立された Social Innovation Fund 等によって、非営利セク
ター等も含めながら大きく進展してきた（Potts 2017）。2000年代までの米国の SI 研究は、ビジネス・
技術面を重視するイノベーション理論、および営利企業を中心とする社会起業家論を中心としてきた
19 TRANSIT Website: http://www.transitsocialinnovation.eu/ （2017年 7 月 6 日閲覧）。
20 Pel and Bauler （2014: 5）では、「制度化」によって SI が体制に「取り込まれる」危険性も指摘されている。
21 CrESSI Website: https://www.sbs.ox.ac.uk/faculty-research/research-projects/creating-economic-
space-social-innovation-cressi （2017年 7 月 6 日閲覧）。
22 SIC Website: https://www.siceurope.eu/ （2017年11月25日閲覧）。SIC により最近刊行された Domanski 
and Kaletka （eds.） （2017）は SI 研究の現状を概観できるものとなっている。
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筑波大学大学院人文社会科学研究科『国際日本研究』 第10号（2018年）
（渡辺・露木 2009: 8 - 9）。あるいは財団、企業、非営利組織といったセクター別、あるいは教育、保
健医療、都市問題、途上国開発のような個別イシューにおけるイノベーションとして取り上げられる
ことが多かった（Christensen et al. 2006; Dees 1998; Goldsmith et al. 2010; Rodin 2013）。
その中で、米国における SI 研究・教育の中心と言えるスタンフォード大学の Stanford Social 
Innovation Review （SSIR）23に掲載された Phills et al. （2008） ”Rediscovering Social Innovation” は SI
の定義や概念について論じた重要な論文であり、その後大きな影響力を持つこととなった。同論文
の中では SSIR 編集陣による SI の再定義がなされており、2003年の SSIR 創刊号での定義「社会のニ
ーズや問題に対する新しい解決策を発明し、支持を確保し、実施するプロセス」（SSIR Editor’s Note 
2003: 4 - 5）から「従来のものより効果的、効率的、持続的あるいは公正（just）である、社会課題
に対する新たな解決策であり、またそれによって生み出される価値が主として、一部の個人ではなく







上で、SI は社会システム全体に変化をもたらすものとし、マクロ的側面を重視する見方をとる（図 3 ）。
Westley and Antadze （2010: 3）では SI の「破壊的・触媒的」な面、すなわち力と資源の分配に影響
を及ぼし、人々の行動を左右する社会システムおよび制度、あるいは認識や信条を変化させうるもの
であることが強調されている。SI の「脆弱な」グループとの接点や「スケールアップ / スケールアウト」
への関心 （同：5 ; 7 -11）とあわせ、欧州における SI 理論研究との共通性が強く感じられるものとな
っている。
図３：社会起業家・社会的企業と SI のレベルの違い
　　　　　　　　　　　  出所：Westley and Antadze （2010: 4）  　　　　　　                              
23 SSIR は当初スタンフォード大学経営大学院の Center for Social Innovation によって、2010年以降は人文
社会学部社会科学研究院の Stanford Center on Philanthropy and Civil Society によって発刊されている。
2008年の本論文は依然として CSI による発刊期間中のものであり、主体が変わらない（著者は 3 人とも
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これらの定義を見る限りでは、渡辺・露木 （2009: 1）で指摘された、米国 SI 文献の欧州との相違
点である営利企業の重視、および「ヒーロー的社会起業家」に焦点を当てがちな点は、依然として存
在するとしても、その後少なくとも SI 理論研究の中では弱くなってきているように思える。
また Phils et al. （2008）で強調されているのが、社会的企業や社会起業家といった個別の主体だけ
では社会全体の変革をもたらすには十分ではなく、非営利組織、財団、政府と企業の垣根を越えた協
働に基づく SI の取組こそがより持続的な結果をもたらしうるという点である。そのような協働に基
づく近年の SI の例として、10の事例があげられている（表 2 ）。
表２：10の SI 事例
チャーター・スクール、コミュニティ中心の開発計画（Community-Centered Planning）、排出権























会的価値を創り出し、経済的・社会的成果をもたらす革新」（谷本 （2009:31）; 谷本他 （2013: 8））と
定義している。とはいえ注意を要するのは、谷本等が「社会的企業」について、Social Enterprise の
24 ロックフェラー財団（The Rockefeller Foundation）は世界中で途上国開発や経済発展と SI を関連付け
るプログラム、社会的投資やフェローシップ等を推進するとともに、SSIR にも特別 （Summer 2013） 号
の出版を行うなど支援を行っており、米国における SI 推進を支えている。同財団ウェブサイト : https://
www.rockefellerfoundation.org/our-work/initiatives/innovation/　（2017年 7 月10日閲覧）。
25 2017年10月24日、ブリュッセルでの SI-DRIVE 最終会合にて本人より聴取。
26 別に渡辺孝らによる「社会イノベーション研究会」も欧米文献をカバーしているが、参照文献の多くは




谷本他 （2013: 6 - 7））27。




るなど、精緻な SI プロセス分析枠組を構築している（谷本2009; 谷本他 2013）。
















Westley, Zimmerman and Patton （2006）; Mulgan, 
Halkett and Sanders （2007）; Phills, Deigmeier and 
Miller （2008）
出所：谷本他 （2013:12）を一部改変




ロ = マクロの両レベルを繋ぐプロセス（表の中でも③の Westley, Zimmerman and Patton （2006）；
Mulgan, Halkett and Sanders （2007）等はこうしたプロセスを扱っている）について、見えにくいも
のとなってしまっている憾みがあろう。
結果として、谷本等のグループの主たる関心が、社会企業によるビジネスの手法を用いた SI（上
表 3 におけるタイプ②）にあったため、その SI 分析の対象は多く個別組織・事例のイノベーション・
メカニズムに限られている。谷本 （2009:38）、谷本他 （2013: 85-92; 185-205）においては、SI の「普
及」としてのビジネスモデルの模倣や拡散、社会関係や制度の変化、価値の広がり等、あるいは「制
度的企業家（Institutional Entrepreneur）による新しい制度の構築についても述べられており、決し




27 Social Enterprise が米国の研究においては営利企業中心である一方、社会経済（Social Economy）の文
脈に基づく欧州の EMES や PERSE 等の社会的企業研究では社会的協働組織等を重視するなど、違いが
見られる中で、谷本等はその双方をチャリティに対比される「ビジネス」として対象に含めている。




Ken AOO, Development and Challenges of  Social Innovation Theories: A Comparative Analysis
223; 335-368）。
こうした個別の社会起業家・社会企業およびその活動と SI を同一視する視点は、日本の文献に広
く見られるものであり、他にも渡辺・露木 （2009）、金子・國領・厳 （2010）、服部・武藤・澁澤 （2010）、





















































組織による福祉の提供や、雇用・経済活動の創造への関心が強く（羅 2015; Bidet and Eum 2011）30、
中国や香港でも激化する格差や環境汚染等の問題に対する、サービス供給者としての社会的企業や非
営利組織の役割に期待が高まっている（Lai and Zhou 2017）。東南アジアでもシンガポールを中心に、
社会的投資やソーシャルベンチャーへの関心が強い（Lim and Yeap 2009; LCSI 2014; Harun 2017）。
また多くの国で、資金の提供や課題設定（高齢者、障がい者、若者等のターゲットグループの指定等）
を通じて、行政からの指示あるいは政策的な誘導が見られる。




近年の SI 研究の著しい進展にも関わらず、SI という用語そのものが広汎な解釈を可能にするも
のであり、欧米日のいずれにおいても SI 理解の多元化は生じている（TEPSIE 2014:10-11; Howaldt 
et al. 2016:22）。しかしここ10年ほどの間で、欧州・北米の SI 理論研究の上では、一定の共通理解
が成立してきているように思える。第一に SI が（結果として社会的なインパクトを持つ）ビジネ
ス・テクノロジーのイノベーションや、社会企業等とは区別される概念であることである （Nicholls 
and Murdock 2012: 6 - 7 ; Moularet et al. 2013:16-17）。第二に SI がミクロ（個人・個別組織）から
マクロ（国・社会）に至る多層性を持ったプロセスであるということである （Westley and Antadze 
2010; Howaldt et al. 2014a; Cajaiba-Santana 2014:47-48）。第三に SI において社会的企業や NPO/
NGO のみではなく、政府・企業・市民社会等多様なステイクホルダーの役割および関係性が重視さ
れていることである。これらを受けて、SI 研究も多様なセクターを含めた SI 理論枠組の構築や、学
問的ディシプリンをまたいだ研究に移行してきている（Nicholls and Murdock 2012: 9 -11; Pel and 







図 4 は、ヨーロッパ（英国含む）、北米（カナダ含む）、日本の SI 研究の傾向を、以下の 2 軸で大
別したものである。それぞれの楕円の大きさが、各地域における相対的な研究の蓄積を表すものとす
る。




られる（O’Byrne et al. 2014; Seoul Metropolitan Government 2015）。
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① 　日本の SI 研究が多く社会的企業（ビジネス）研究から出発してきていること
② 　日欧相互の研究や文献の交流が著しく欠如していること―欧米の近年の SI 理論の著作のうち、
日本語として翻訳されたものはウェストリー他（2008）以後存在せず、また日本の SI 研究者が
31 このうち、「ミクロ重視」は SI における個人（起業家）・個別組織の役割を重視するということであり、 
「ケース重視」は分析手法として理論ではなく、具体例の分析を重視するものであるため、実際の研究に
おいては重なる部分も多いが、ここでは別の軸として扱う。





































って、SI 理論にとっても意味のある貢献をなしうるものと思われる。そのためにも、欧米の SI 理論
文献の翻訳や日本の文献の英語発信、あるいは国際共同研究等を通じて、相互の持つ知見を共有し、
33 トランプ大統領就任以来、White House Office of Social Innovation and Civic Participation のウェブサ
イトにアクセスできない状況が続いている。
34 2016年 6 月 2 日閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針2016」p.18。
35 「経済財政運営と改革の基本方針2017」p.29。2015年度の同文書（p.22）以降、公共サービスは「医療・介護、
子育てなどの社会保障サービスを含む」と定義されている。
36 2017年 2 月15日、モンドラゴン Ibon Zugasti 氏より筆者が聴取。
37 横浜市ウェブサイト: http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/seisaku/oisuishin/ （2017年 7 月 4 日閲覧）
38 長野県立大学ウェブサイト: http://www.u-nagano.jp/news/detail.html?CN=220458 （2017年11月 5 日閲覧）
















ニシアティブ助成 「東アジアにおける社会イノベーション・エコシステム調査研究事業」 成果物 
（2018年出版予定）.
伊藤善典 （2015）．「欧州政府債務危機と社会支出の削減：何が削られたのか」『社会政策』 7 （ 1 ）, 
pp.161-174.
ウェストリー , F., ツィンマーマン , B., パットン , M. Q. 著、東出顕子訳 （2008）．『誰が世界を変える
のか−ソーシャルイノベーションはここから始まる』．英治出版 .







ピュリズムという要因」『国際貿易と投資』No. 105, pp. 16-33.
谷本寛治 （2006）．『ソーシャル・エンタープライズ―社会的企業の台頭』．中央経済社．
谷本寛治 （2009）．「ソーシャル・ビジネスとソーシャル・イノベーション」『一橋ビジネスレビュー』 






















渡辺孝 （2009）．「ソーシャル・イノベーションとは何か」『一橋ビジネスレビュー』 57（ 1 ）, pp.14-25.
渡辺孝・露木真也子 （2009）．『社会起業家と社会イノベーション−議論の国際的系譜と日本の課題』．
ESRI Discussion Paper Series No. 215, 内閣府経済社会総合研究所 .
BEPA (Bureau of  European Policy Advisers, European Commission) (2011). Empowering People, Driving 
Change: Social innovation in the European Union. Luxemburg: European Union.
Bidet, E. and Eum, H.-S. (2011). “Social Enterprise in South Korea: History and diversity”, Social Enterprise 
Journal, 7(1), pp. 69-85.
Budd, C. H., Naastepad, C. W. M. (Ro), and Beers, C. (2015). Introduction. CRESSI Working Papers No. 1/2015, 
Oxford: Said Business School.
Cajaiba-Santana, G. (2014). “Social Innovation: Moving the field forward. A conceptual framework”, 
Technological Forecasting & Social Change, 82 (2014), pp. 42-51.
Christensen, C. M., Baumann, H., Ruggles, R., and Sadtler, T. M. (2006). “Disruptive Innovation for Social 
Change”, Harvard Business Review, 84(12), pp. 94-101.
Dees, J. G. (1998). “Enterprising Nonprofits”. Harvard Business Review, 76(1), pp. 54-67.
Domanski, D., Howaldt, J., and Scroder, A. (2017). “Social Innovation in Latin America”, Journal of  Human 
Development and Capabilities, 2017, pp. 1-6.
Domanski, D. and Kaletka, C. (2017). “Social Innovation Research on Concepts and Theories”, Domanski, 
D. and Kaletka, C. (eds.) (2107). Exploring the Research Landscape of  Social Innovation. Dortmund: 
Sozialforschungsstelle, pp. 11-30.
Economist, The. (2010). Let’s Hear Their Voice. August 12, 2010. http://www.economist.com/node/16789766 
(2017年7月6日閲覧 )
European Commission (2010). Europe 2020: A strategy for smart, sustainable and inclusive growth. Brussels: 
European Commission.
European Commission (2013). Guide to Social Innovation. Luxemburg: European Union.
Goldsmith, S., Burke, T. G., and Georges, G. (2010). The Power of  Social Innovation: How civic entrepreneurs 
ignite community networks for good. San Francisco: Jossey-Bass.
Harun, N. H. (2017). Social Innovation: Learning from Singapore. https://avpn.asia/blog/social-innovation-
learning-from-singapore/ (2017年7月8日閲覧 )
Haxeltine, A., Avelino, F., Pel, B., Dumitru, A., Kemp, R., Longhurst, N., Chilvers, J., and Wittmayer, J. W. (2016). 
A Framework for Transformative Social Innovation. TRANSIT Working Paper No. 5.
Hope Institute (2014). The Social Innovation Landscape in Asia. Seoul: The Hope Institute.
Howaldt, J., Butzin, A., Domanski, D., and Kaletka, C. (2014a). Theoretical Approaches to Social Innovation – A 
critical literature review. Dortmund: Sozialforschungsstelle.
Howaldt, J., Schroder, A., Kaletka, C., Rehfeld, D., and Terstriep, J. (2014b). Mapping the World of  
Social Innovation: A global comparative analysis across sectors and world regions. Dortmund: 
Sozialforschungsstelle.
Howaldt, J., Domanski, D., and Kaletka, C. (2016). “Social Innovation: Towards a new innovation paradigm”, 
Mackenzie Management Review, 17(6), Special Edition, pp. 20-44.
Hubert, A. (2012). “Foreword I: Challenge Social Innovation”, Franz, H.-W., Hochgerner, J., Howaldt, J. eds. 
Challenge Social Innovation. pp.v-ix. Heidelberg, New York, and London: Springer.
Kramer, M. R. (2017). “Systems Change in a Polarized Country”, Stanford Social Innovation Review (online). 
April 11, 2017 https://ssir.org/articles/entry/systems_change_in_a_polarized_country (2017年7月10日閲覧 )
Lai Z. and Zhou H. (2017). “Making Strides in Social Innovation”, Stanford Social Innovation Review, 15(2) 
119
青尾　謙「ソーシャルイノベーション理論の展開と課題 ―日本、欧州、北米の比較分析を中心に―」
Ken AOO, Development and Challenges of  Social Innovation Theories: A Comparative Analysis
Spring 2017, pp. 7-9.
Laratta, R., Nakagawa, S., and Sakurai, M. (2011). “Japanese Social Enterprises: Major contemporary issues and 
key challenges”, Social Enterprise Journal, 7(1), pp. 50-68.
Leadbeater, C. (2007). Social Enterprise and Social Innovation: Strategies for the next ten years. A social 
enterprise think piece for the Office of  the Third Sector, London: Office of  the Third Sector, Cabinet Office.
Lien Centre for Social Innovation (2014). From Charity to Change: Social investment in selected Southeast Asian 
countries. Singapore: LCSI.
Lim, J. and Yeap, D. (2009). ”Social Innovation”, Ethos Perspectives, January 2009. https://www.cscollege.gov.sg/
Knowledge/Pages/Social-Innovation.aspx (2017年7月8日閲覧 )
Moularet, F., MacCallum, D., and Hillier, J. (2013). “Social Innovation: Intuition, precept, concept, theory and 
practice”, In Moularet, F., MacCallum, D., Mehmood, A., and Hamdouch, A. (eds.) The International 
Handbook on Social Innovation: Collective action, social learning and transdisciplinary research. pp.13-24. 
Cheltenham and Northampton: Edward Elgar.
Mulgan, G. (1997). “Think Well-being, Not Welfare”, New Statesman, 10 (436), pp. 28-29.
Mulgan, G. (2006). “The Process of  Social Innovation”, Innovations, 1(2), pp. 145-162.
Mulgan, G., Tucker, S., Ali, R., and Sanders, B. (2007). Social Innovation: What it is, why it matters and how it 
can be accelerated. Skoll Centre for Social Entrepreneurship Working Paper.
Murray, R., Caulier-Grice, J., and Mulgan, G. (2010). The Open Book of  Social Innovation. Social Innovator 
Series. London: The Young Foundation and NESTA.
Nicholls, A. and Murdock, A. (2012). “The Nature of  Social Innovation”, Nicholls, A. and Murdock, A. (eds.) 
Social Innovation: Blurring boundaries to reconfigure markets. pp. 1-30. Basingstoke: Palgrave Macmillan.
Nicholls, A., Simon, J., and Gabriel, M. (2015). “Introduction: Dimensions of  Social Innovation”, Nicholls, A., 
Simon, J., and Gabriel, M. (eds.) New Frontiers in Social Innovation Research. pp. 1-26. Basingstoke: 
Palgrave Macmillan.
O’Bryne, L., Miller, M., Douse, C., Venkatesh, R., and Kapucu, N. (2014). “Social Innovation in the Public Sector: 
The case of  Seoul Metropolitan Government”, Journal of  Economic and Social Studies, 4(1), pp. 51-68.
Pel, B. and Bauler, T. (2014). The Institutionalization of  Social Innovation: Between transformation and capture. 
TRANSIT working paper no. 2.
Phills, Jr. J. A., Deiglmeier, K., and Miller, D. T. (2008). “Rediscovering Social Innovation”, Stanford Social 
Innovation Review, Fall 2008, pp. 34-43.
Potts, M. (2017). “Social Innovation Comes to Pennsylvania Avenue”, Stanford Social Innovation Review, Spring 
2017, pp. 20-27.
Rodin, J. (2013). “Innovation for the Next 100 Years”, Stanford Social Innovation Review, 11(3) Summer 2013, pp. 2-5.
Rogers, E. M. (1983). Diffusion of  Innovation. (3rd Edition) New York: Free Press.
Seoul Metropolitan Government (2015). Seoul Innovation Report. Seoul: Seoul Metropolitan Government.
SSIR Editor’s Note (2003) “Helping Those Who Do the Important Work of  Improving Society Do It Even Better”, 
Stanford Social Innovation Review, Spring 2013, pp. 4-5.
Strategy Unit, UK Cabinet Office (2002). Private Action, Public Benefit: A review of  charities and the wider not-
for-profit sector. London: Strategy Unit, Cabinet Office.
Tarde, G. (1903). The Laws of  Imitation. New York: Holt.
TEPSIE (2014). Social Innovation Theory and Research: A summary of  the findings from TEPSIE. Brussels: 
European Commission, DG Research.
Westley, F. and Antadze, N. (2010). “Making a Difference: Strategies for scaling social innovation”, The 
Innovation Journal, 15(1), pp. 2-9.
Westley, F. McGowan, K., and Tjornbo, O. (eds.) (2017). The Evolution of  Social Innovation: Building resilience 
through transitions. Cheltenham: Edward Elgar.
